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米中関係並びにインド太平洋地域の安定化に向けて 

 永井 秀和  

 

中国による南シナ海や東シナ海での漸進的拡張による現状変更や、17 年 7 月に始まった

米中の制裁と報復関税の応酬により、国際秩序が不安定化している。一連の問題の背景に

は、「偉大な中華民族復興」を目指す中国の台頭と、それによる安全保障環境を含む軍事・

経済の幅広い変化に対する米国の警戒感がある1。 

戦後国際秩序の中で発展してきた日本に取り、アメリカは今後も重要な同盟国である。

そして一衣帯水の間にある隣国の中国も極めて重要である。現在、中国は訪日外客数の

27％2、日系企業拠点数の 43％3、輸出入総額の 21％4を占め経済分野の影響力は強い。この

ように日本は、米中両国と政治・経済・地理など多分野で関係を持つため、日本外交の最

適な選択肢を考えるには、今後の米中関係を考えなければならない。 

そこで以下、(1)近年の米中両国の対内・対外政策を確認し、(2)今後の米中関係の展望

を考察する。(3)そして日本外交、特に日本にとって重要な意味を持つインド太平洋地域の

秩序の安定化に向けて最適な選択肢を考える。 

 

 (1)米国と中国の対内・対外政策 

 

習近平国家主席は就任以来「中国の夢」の実現を唱えている5。これは、中国を西洋列強

による侵略前のアジアの覇権国に復活させ、かつての冊封体制のように中国を頂点とする

影響圏に周辺諸国を組み込むことを意味する6。今日中国外交の核心的利益は台湾や南シナ

海・東シナ海に限らず、中国主導の国際秩序の構築も含まれる7。これらの実現に向け、中

国は南シナ海における人工島建設とその軍事化8や、アジア諸国のインフラ整備を支援しユ

ーラシア大陸を跨ぐ巨大経済圏の形成を主導する「一帯一路」構想を推進している9。また

公正な競争を損なう程の補助金の投入、外資企業への強制技術移転要求、知的財産の窃盗

など政府と企業が一体として略奪的な経済活動を行っている10。 

アメリカは、これらの動きを受けて、対中警戒感を強めている。冷戦後のアメリカ一極

体制から、米中露 3 ヶ国が競争する体制へと国際安全保障環境が変化しているという認識

を強め、中国への関与政策を見直しつつある11。今年 6 月のシャングリラ会合ではマティ

ス国防長官が人工島の軍事拠点化を非難し、「開かれたインド太平洋」の重要性を訴え、7

月の全米商工会議所主催のフォーラムではポンペオ国務長官がアジア諸国のインフラ整備

を支援する旨を表明し「一帯一路」構想を含め中国による秩序構築を牽制した12。また、

中国政府と密接な関係にあるとされる華為技術製品の締め出しなど先端技術分野でも厳し

い対応を行っている13。  

 

 



2 

 

 (2)今後の米中関係の展望 

 

中国は 2008 年に経済危機を乗り切りオリンピックを成功させて得たアメリカに勝利で

きるという自信ともに、相応しい地位を求める動きを活発化させるだろう14。中国は西太

平洋から米国の干渉を完全に排除する意図を示し、アメリカのヘッジとバランスを目指す

戦略さえも中国の封鎖を目論む敵対的な試みと解釈している15。そして、民主主義の政治

体制に由来する権威を持たない共産党一党独裁体制は、経済発展を持続させ、ナショナリ

ズムを統合する「中国の夢」の実現を目指すことでしか正当性を保てない以上、今後も既

存の国際秩序への挑戦が収まることはないだろう16。 

一方、アメリカも中国の台頭を座視しないと考えられる。今年 10 月のペンス副大統領

の演説はアメリカの対中警戒心の強さを象徴していた。その内容は、略奪的な経済活動・

安全保障、途上国への「債務の罠」、人権、民主主義社会への介入などあらゆる側面で中国

を批判し、中国の WTO 加盟に象徴されるアメリカの従来の対中政策を過ちとするものであ

った17。 

アリソンはこのような米中関係の現状を、新興国が台頭し既存秩序の変更を求めること

で、覇権国が不安を覚え戦争回避を困難にする「トゥキディデスの罠」になぞらえて米中

戦争が勃発する危険性を指摘している18。もっとも、米中両国が一定以上の核報復能力を

有していること、また経済の相互依存の深まりにより戦争のコストが増大したことを考慮

すれば両国とも軍事力を行使することなく競争を行わなければならない状況である。それ

ゆえ現在の米中関係は既に「米中冷戦」へと変化した、少なくとも変化しつつあると考え

られる19。 

しかし、いかに戦争の不利益を双方が認識していても、グレーゾーン事態がわずかなボ

タンの掛け違いから軍事危機へ、延いては米中核戦争へとエスカレートする可能性は決し

て低いものではないと考えられる20。なぜなら、標的への誘導や通信に不可欠で米軍が大

きく依存する宇宙システム等の脆弱性、それら指揮命令系統を破壊し「衝撃と畏怖」を与

えることを可能とする中国の軍事能力、或いは経済的な損害を避けるために奇襲し短期間

で相手を無力化したいという米中両国に共通する欲求などの諸要因が、危機安定性と相互

確証破壊に基づく核抑止を損なう「先制攻撃の誘因・先制攻撃される恐怖」を高めるから

である21。 

以上より、米中戦争が起きた場合には最前線の一つとなる日本にとって、危機発生時に

安定的に管理できる枠組みの整備が喫緊の課題の一つとなる。 

 

 (3)日本外交にとって最適な選択肢とは 

 

相互依存が進みグローバル化した現代世界では、安定した世界秩序を維持するには、土

台となる地域秩序の安定が不可欠である。中国が自国の影響圏として主張するアジア地域
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の安定は、世界秩序の安定にとって最も重要な要素の一つである。アジア太平洋地域の安

定化を目指すには、以下の二つのアプローチが必要になると考えられる。 

(1)周辺諸国と協調し、パワーのバランシングを行い中国の過激な行動を抑止することで短

期的な安定性を確保すること、 

(2)アメリカと中国の対話を通じて、両国が妥協できる新しい国際秩序を見出すことで長期

的な安定性を確保することである。双方において日本はステークホルダーであり積極的に

関与するべく努めなければならない。 

前提として、米中両国と密接な関係を持ち、尚且つ米中両国にとって地理的に重要極ま

りない日本に取り、米中間の対立に無関係でいることは不可能である22。 

中国が目指す秩序が、法の支配・自由・平等を尊重する価値観と大きく異なることから、

アメリカ並びにその同盟国、協力国と協調することが妥当な選択肢となるだろう。その場

合アメリカ主導の下、韓国やインド、オーストラリア等と協力してインド太平洋地域にお

けるパワーのバランスを行うことは極めて重要である。なぜならば、多数との戦いは戦争

が長期化しコストが嵩むという観点から中国に過激な行動を自制させる効果を持つからで

ある23。日本が政策面で主導し、現在アメリカも重視する「自由で開かれたインド太平洋

(FOIP)」構想は上記の観点から一層促進するべきである。また、軍事危機発生時にも日本

は、自国の衛星を代替措置として提供することで、米軍の宇宙システムの回復力を高め、

危機安定性を高めることに貢献できる24。 

一方で、「米中冷戦」を解決し、アジア太平洋地域を安定化するためには、米中の対話

が不可欠であろう。しかし、対話による解決は困難を極めるだろう。アリソンが、ハンチ

ントンの文明概念を参照しつつ指摘するように、アメリカに取り衝撃的なほど価値観が異

なるライバルに取って代わられることは受け入れがたいからである25。同時に、影響力を

強めた中国が既存の秩序に異議を唱え、自国により相応しい秩序を求めるのも自然なこと

である26。ましてや、リー・クアンユーが指摘するように、史上最大のプレイヤーである

中国がもたらす変化は巨大であり、米中両国がお互いに妥協できる新しい国際秩序の構築

が必須となるであろう27。 

このような新しい国際秩序の構築においても FOIP 構想は大きな力になり得る。①自由

な市場経済を基調とする広域経済地域の形成、②欧米的価値観を基盤とする地域秩序の強

化、③航行の自由を基軸とする海洋秩序を中心として幅広い概念を内包する FOIP 構想は、

「一帯一路」構想などの中国主導の国際秩序との妥協点を探る枠組となる可能性がある28。

事実、今年 10 月の日中首脳会談で第三国へのインフラ投資について「開放性・透明性・経

済性・対象国財政の健全性」を条件に協力する意向が示されている29。FOIP 構想はまだ曖

昧さを含み未熟なものであるが、まだその全貌が固まっていないがゆえに、米中両国が参

加する秩序構築のモデルケースとすることが可能だと思われる。 

 以上のように、中国の台頭著しいインド太平洋地域の短期的・長期的安定性確保のため

に FOIP 構想は主要な役割を果たすと考えられる。そのため、日本外交にとって最適な選択
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肢の一つは FOIP 構想を主軸にインド太平洋地域における秩序の変化の摩擦を和らげるこ

とである。 

 

以上 
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